
５　平成27年度9月補正予算案事業一覧

【一般会計】

(単位:千円)

補正前 補正額 補正後

議会費 1 特別委員会運営事業 462 3,240 3,702

一　般　財　源 462 3,240 3,702

・事業内容

　特別委員会における調査・研究及び国等への陳情・要望活動に要する経費

・補正理由

　特別委員会による他都市等への行政視察に要する経費の追加

・補正内容

　旅費　3,240千円（462千円→3,702千円）

総務費 1 生涯学習施設運営事業 804,200 58,800 863,000

市　現年課税分（事業所税） 40,000 0 40,000

使　文化会館等使用料 5,368 0 5,368

使　資料館等観覧料 60 0 60

財　社会教育振興基金運用収入 10 0 10

諸　指定管理施設特定収入 19,274 0 19,274

諸　その他収入 891 0 891

一　般　財　源 738,597 58,800 797,397

◆ (1) 生涯学習施設整備事業 143,850 58,800 202,650

・事業内容

　生涯学習施設の整備に要する経費

・補正理由

　安全安心対策推進のため、点検結果等を踏まえた緊急対応に伴う修繕費等の追加

・補正内容

　委託料      　 1,800千円（　8,282千円→ 10,082千円）

　工事請負費　　57,000千円（126,328千円→183,328千円）

事　業



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業

総務費 2 博物館資料調査収集活用事業 4,721 2,500 7,221

一　般　財　源 4,721 2,500 7,221

◆ (1) 資料調査収集事業 1,532 2,500 4,032

・事業内容

　地域の歴史文化遺産の調査、収集、保管に要する経費

・補正理由

　歴史資料の購入に要する経費の追加

・補正内容

　備品購入費　 2,500千円（300千円→2,800千円）

　　豊臣秀吉朱印状1通

民生費 1 国庫支出金等精算返還金（社会福祉総務費） 0 87,944 87,944

一　般　財　源 0 87,944 87,944

・事業内容

　平成26年度国庫支出金の精算に伴う返還金の追加

　　国庫返還金　　 　　 87,944千円

2 国庫支出金等精算返還金（障害者福祉費） 0 142,052 142,052

一　般　財　源 0 142,052 142,052

・事業内容

　平成26年度国庫・県支出金の精算に伴う返還金の追加

　　国庫返還金　　　　　101,940千円

　　県費返還金　　 　　　40,112千円

3 国庫支出金等精算返還金（老人福祉費） 0 1,193 1,193

一　般　財　源 0 1,193 1,193

・事業内容

　平成26年度国庫支出金の精算に伴う返還金の追加

　　国庫返還金　　 　　 1,193千円



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業

民生費 4 子育て家庭支援事業 298,776 5,000 303,776

国　保育緊急確保事業費補助金 82,194 0 82,194

県　地域少子化対策強化交付金 0 5,000 5,000

県　保育緊急確保事業費補助金 82,194 0 82,194

繰　過疎地域自立促進事業基金繰入金 1,000 0 1,000

諸　その他収入 2,953 0 2,953

一　般　財　源 130,435 0 130,435

◆ (1) 地域子育て推進事業 4,864 5,000 9,864

・事業内容

　地域で子育てを支えていく環境づくりに要する経費

・補正理由

　結婚、妊娠・出産、子育ての各段階に応じた切れ目のない支援のあり方を検討

　するため、調査やワークショップ開催に要する経費の追加

・補正内容

　調査の実施

　　委託料　　　　　3,759千円

　ワークショップ開催

　　報償費　　　 　　 440千円

　　需用費　　　      300千円

　　役務費　　　      285千円

　　使用料及び賃借料　216千円

・財源

　県10/10　地域少子化対策強化交付金　5,000千円



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業

民生費 5 国庫支出金等精算返還金（家庭福祉費） 0 37,483 37,483

一　般　財　源 0 37,483 37,483

・事業内容

　平成26年度国庫・県支出金の精算に伴う返還金の追加

　　国庫返還金　　　　　37,336千円

　　県費返還金　　　　　   147千円

6 国庫支出金等精算返還金（児童相談所費） 0 25 25

一　般　財　源 0 25 25

・事業内容

　平成26年度国庫支出金の精算に伴う返還金の追加

　　国庫返還金　　　　　　　25千円

7 国庫支出金等精算返還金（生活保護運営費） 0 301,277 301,277

一　般　財　源 0 301,277 301,277

・事業内容

　平成26年度国庫支出金の精算に伴う返還金の追加

　　国庫返還金　　　　　301,277千円

8 国庫支出金等精算返還金（介護保険事業費） 0 3,636 3,636

一　般　財　源 0 3,636 3,636

・事業内容

　平成26年度県支出金の精算に伴う返還金の追加

　　県費返還金　　 　　 3,636千円



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業

衛生費 1 自殺対策推進事業 28,216 4,968 33,184

国　精神保健費等補助金 581 0 581

県　地域自殺対策強化事業費補助金 0 25,771 25,771

一　般　財　源 27,635 △ 20,803 6,832

・事業内容

　自殺対策に要する経費

・補正理由

　若年層に対する訪問相談に要する経費の追加

・補正内容

　社会的孤立者（ひきこもりなど）のうち訪問相談を希望する者に対し、臨床

　心理士や精神保健福祉士等が対象者の自宅を訪問し、面会相談を実施

　（延べ200回を上限）

　　委託料　4,968千円

　　　若年層社会的孤立者に対する訪問相談業務委託

　　　委託先　聖隷クリストファー大学

・財源

　県 10/10　地域自殺対策強化事業費補助金

　　　　　　　(若年層に対する訪問相談事業)                  4,968千円

・財源補正

　県の地域自殺対策強化事業費補助金の内示に伴う財源補正　   20,803千円

　　県 10/10　地域自殺対策強化事業費補助金

　　　 　　（子どものこころ健康づくり事業）　　　　　　　　 2,499千円

  　県 3/4　　地域自殺対策強化事業費補助金（相談事業）　　 18,290千円

  　県 1/2　　地域自殺対策強化事業費補助金（自殺対策啓発事業） 14千円



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業

衛生費 2 国庫支出金等精算返還金（母子保健費） 0 9,715 9,715

一　般　財　源 0 9,715 9,715

・事業内容

　平成26年度国庫・県支出金の精算に伴う返還金の追加

　　国庫返還金　　　　　　8,911千円

　　県費返還金　　　　　    804千円

3 国庫支出金等精算返還金（成人保健費） 0 5,167 5,167

一　般　財　源 0 5,167 5,167

・事業内容

　平成26年度国庫支出金の精算に伴う返還金の追加

　　国庫返還金　　　　　　5,167千円

0 3,191 3,191

一　般　財　源 0 3,191 3,191

・事業内容

　平成26年度国庫支出金の精算に伴う返還金の追加

　　国庫返還金　　　　　　3,191千円

労働費 1 雇用促進事業 85,331 10,854 96,185

一　般　財　源 85,331 10,854 96,185

◆ (1) 就労支援事業 12,840 10,854 23,694

・事業内容

　雇用の安定及び雇用確保の促進に要する経費

・補正理由

　ＵＩＪターン促進による地元企業への人材確保支援事業を効果的に実施する

　ための実態調査及び課題抽出等の分析、検証などに要する経費の追加

・補正内容

　旅費　　　 108千円（皆増）

　　先進事例訪問調査

　委託料　10,746千円（7,758千円→18,504千円）

　　企業、学生等を対象とした実態調査、分析、検証

4 国庫支出金等精算返還金（保健予防費）



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業

農林水 1　農業振興運営経費 5,744 6,204 11,948
産業費

諸　その他収入 0 6,204 6,204

一　般　財　源 5,744 0 5,744

・事業内容

　農業振興事業の一般事務に要する経費

・補正理由

　認定農業者及び認定新規就農者が取得する農業機械や施設の導入経費に対する

　補助金2件について､国の補助金交付要綱に記載のある耐用年数を超えた施設で

　あることが判明したことによる返還金の追加

・補正内容

　償還金利子及び割引料　6,204千円(80千円→6,284千円)

・財源

　諸　その他収入　6,204千円（補助金受給者からの自主返納金）

2　漁港管理事業 50,777 8,000 58,777

使　村櫛漁港使用料 855 0 855

使　舞阪漁港荷捌所使用料 1,912 0 1,912

県　漁業基盤整備事業費補助金 12,000 0 12,000

債　漁港整備事業債 32,900 0 32,900

一　般　財　源 3,110 8,000 11,110

◆ (1)漁港整備事業 48,010 8,000 56,010

・事業内容

　漁港及び漁場の整備に要する経費

・補正理由

　村櫛57号排水路の護岸について、老朽化に伴う傾斜による倒壊の危険性があり、

　抜本的な改修工事のための測量設計に要する経費の追加

・補正内容

　委託料　8,000千円（皆増）



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業

商工費 1 観光施設運営事業 198,486 10,000 208,486

使　観光施設使用料 1,142 0 1,142

使　舞阪駐車場使用料 13,000 0 13,000

使　温泉使用料 33 0 33

県　東海自然歩道管理委託金 6,195 0 6,195

諸　指定管理者納入金 2,950 0 2,950

諸　その他収入 744 0 744

一　般　財　源 174,422 10,000 184,422

◆ (1)観光施設維持修繕事業 82,638 10,000 92,638

・事業内容

　市内の観光施設・便益施設の維持修繕に要する経費

・補正理由

　安全安心対策推進のため、点検結果等を踏まえた緊急対応に伴う修繕費の追加

・補正内容

　工事請負費　10,000千円（45,000千円→55,000千円）

2 観光客誘致事業 45,000 12,474 57,474

一　般　財　源 45,000 12,474 57,474

◆
0 12,474 12,474

・事業内容

　弁天島海浜公園を中心とした観光交流施設の民間活力導入による整備・運営、事業

　可能性及び浜名湖サイクルツーリズムを支える体制などの調査研究に要する経費

・補正理由

　官民連携による浜名湖サイクルツーリズム調査研究に要する経費の追加

  　・浜名湖サイクリストの利用実態・ニーズ調査

　　・（仮称）浜名湖ゲートウェイセンター（弁天島海浜公園）の民間活力導入

　　　による整備・運営、事業可能性の調査研究

     ・浜名湖観光振興ファンドの調査研究

　　・浜名湖サイクルツーリズムを支える体制の調査研究　など

・補正内容

　委託料　12,474千円（皆増）

(1)官民連携浜名湖サイクルツーリズム調査
   研究事業



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業

商工費
11,109 1,414 12,523

一　般　財　源 11,109 1,414 12,523

◆ 0 1,414 1,414

・事業内容

　瀋陽市、杭州市、台北市などの交流都市や、東アジア及びアセアン地域をター

  ゲットとしたセールス事業、誘客プロモーション及び受入環境整備支援等に要

  する経費

・補正理由

　外国人観光客等の観光情報収集、情報発信の利便性向上のため、市の観光施設

　等9施設11か所に無料公衆無線ＬＡＮ環境を整備するためのアクセスポイント

　設置・維持に要する経費の追加

　・設置場所

　　浜松城、楽器博物館、フラワーパーク2か所、フルーツパーク2か所、気賀関所、

　　舘山寺・弁天島・奥浜名湖・天竜ツーリズムセンター（観光案内所4施設）

・補正内容

　役務費　1,414千円（皆増）

(1)インバウンド推進事業

3 外国人観光客誘致に向けた戦略策定及び
　モデル事業



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業

土木費 1 道路関係調査事業 82,400 7,950 90,350

国　道路交通調査事業費補助金 1,700 2,650 4,350

国　防災・安全社会資本整備交付金（道路） 3,000 0 3,000

一　般　財　源 77,700 5,300 83,000

◆ (1) 道路交通調査事業 69,600 7,950 77,550

・事業内容

　道路交通ネットワークの構築に向けた調査検討に要する経費

・補正理由

  国庫内示に伴う事業費及び財源の追加

・補正内容

　委託料　7,950千円（67,500千円→75,450千円）

・財源

　国1/3　道路交通調査事業費補助金　2,650千円

2 道路維持修繕事業 6,478,891 950,388 7,429,279

分　道路修繕費負担金 1 0 1

国　防災・安全社会資本整備交付金（道路） 935,000 328,294 1,263,294

県　橋りょう整備事業費負担金 16,200 13,050 29,250

債　土木施設整備事業債 727,200 163,500 890,700

一　般　財　源 4,800,490 445,544 5,246,034

◆ (1) 国交付金事業 1,820,000 558,388 2,378,388

・事業内容

　国庫補助を活用した橋りょう・トンネル・舗装等の修繕に要する経費

・補正理由

  国庫内示に伴う事業費及び財源の追加

・補正内容

　委託料　　　113,824千円（　230,000千円→　343,824千円）

　工事請負費　444,564千円（1,590,000千円→2,034,564千円）

・財源

　国5.5/10、1/2　防災・安全社会資本整備交付金（道路）　328,294千円

  県1/2　橋りょう整備事業費負担金　          　　　　　 13,050千円

　債　土木施設整備事業債 　　　　　　　　　　　　　　　163,500千円



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業

土木費 ◆ (2) 国県道単独事業 2,474,733 84,000 2,558,733

・事業内容

  国県道の維持管理に要する経費

・補正理由

　安全安心対策推進のため、住民に身近な道路等の維持修繕経費の追加

  ・要望件数の増加に伴う身近な維持修繕事業　　　　　　44,000千円

　・道路損傷箇所の緊急修繕

　　・県道瀬戸佐久米線レイクサイドウエイ舗装修繕

　　　　　　　　　　　　　　　　（北区三ヶ日町大崎）　30,000千円

　　・県道二俣浜松線舗装修繕（東区国吉町）　　　　　　10,000千円　　

・補正内容

　工事請負費　84,000千円（1,289,079千円→1,373,079千円）

◆ (3) 市道単独事業 2,184,158 308,000 2,492,158

・事業内容

　市道の維持管理に要する経費

・補正理由

　安全安心対策推進のため、住民に身近な道路等の維持修繕経費の追加

  ・要望件数の増加に伴う身近な維持修繕事業   　 　　248,000千円

　・道路損傷箇所の緊急修繕

　　・市道中野町国吉線舗装修繕（東区国吉町）外4か所  44,000千円

  　・市道山手1号線外4線側溝修繕（中区山手町）     　10,000千円

　　・市道初生1号線学園橋損傷修繕（北区初生町）       6,000千円

・補正内容

　委託料 　　　17,000千円（1,157,001千円→1,174,001千円）

　工事請負費　291,000千円（　995,179千円→1,286,179千円）



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業

土木費 3 橋りょう耐震補強事業 1,124,000 147,600 1,271,600

国　道整備事業費補助金 0 100,000 100,000

国　防災・安全社会資本整備交付金（道路） 471,500 △ 26,200 445,300

県　地震・津波対策促進費交付金 51,000 0 51,000

繰　緊急地震対策基金繰入金 11,000 0 11,000

債　土木施設整備事業債 447,500 70,100 517,600

一　般　財　源 143,000 3,700 146,700

◆ (1) 国交付金事業 943,000 147,600 1,090,600

・事業内容

　橋りょうの耐震性能の向上を図る耐震補強対策工事に要する経費

・補正理由

  国庫内示に伴う事業費及び財源の追加

・補正内容

　工事請負費　147,600千円（943,000千円→1,090,600千円）

・財源

    国1/2　道整備事業費補助金                     100,000千円

　　国1/2　防災・安全社会資本整備交付金（道路）　△26,200千円

　　債　   土木施設整備事業債  　　　　　　　　　  70,100千円



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業

土木費 4 交通安全施設等整備･修繕事業 2,662,121 729,460 3,391,581

市　現年課税分（事業所税） 750,000 0 750,000

交　交通安全対策特別交付金 489,000 0 489,000

国　防災・安全社会資本整備交付金（道路） 632,390 291,803 924,193

債　土木施設整備事業債 490,900 249,700 740,600

一　般　財　源 299,831 187,957 487,788

◆ (1) 国交付金事業 1,149,800 531,460 1,681,260

・事業内容

　国交付金を活用した幹線道路等への歩道等の整備及び交差点改良の実施に

　要する経費

・補正理由

  国庫内示に伴う事業費及び財源の追加

・補正内容

　委託料               　74,100千円（ 20,000千円→ 94,100千円）

　工事請負費　          166,360千円（620,000千円→786,360千円）

　公有財産購入費      　120,000千円（125,800千円→245,800千円）

　補償、補填及び賠償金　171,000千円（384,000千円→555,000千円）

・財源

　国5.5/10　防災・安全社会資本整備交付金（道路）　291,803千円

　債　土木施設整備事業債          　　　　　　　　222,200千円

◆ (2) 国県道単独事業 405,897 50,500 456,397

・事業内容

　交通事故件数削減を目的とした国県道の交通事故多発地点等の改良、交通安全

　施設の整備に要する経費

・補正理由

　安全安心対策推進のため、浜松市交通事故ワースト１脱出作戦事業に要する経費、

　住民に身近な道路等の維持修繕経費の追加

　・交差点事故削減対策5か所　　      　　 　15,000千円

　・通学路安全対策（南区西島町）　　  　　　 7,500千円

  ・要望件数の増加に伴う身近な維持修繕事業　28,000千円

・補正内容

　工事請負費　           45,500千円（289,624千円→335,124千円）

　補償、補填及び賠償金　  5,000千円（ 57,000千円→ 62,000千円）



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業

土木費 ◆ (3) 市道単独事業 1,106,424 147,500 1,253,924

・事業内容

　交通事故件数削減を目的とした市道の交通事故多発地点等の改良、交通安全

　施設の整備に要する経費

・補正理由

　安全安心対策推進のため、浜松市交通事故ワースト１脱出作戦事業に要する経費、

　住民に身近な道路等の維持修繕経費等の追加

　・交差点事故削減対策5か所　　　　　　　 　 　15,000千円

　・通学路安全対策（南区瓜内町外3か所）     　 42,500千円

　・要望件数の増加に伴う身近な維持修繕事業     80,000千円

  ・(仮)楽器博物館東自動二輪車駐車場整備事業 　10,000千円

・補正内容

　委託料                 　7,500千円（163,641千円→171,141千円）

　工事請負費             132,900千円（828,718千円→961,618千円）

　公有財産購入費    　     2,000千円（ 24,500千円→ 26,500千円）

　補償、補填及び賠償金　   5,100千円（ 88,000千円→ 93,100千円）

・財源

　債　土木施設整備事業債  27,500千円



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業

土木費 5 市道整備事業 845,955 92,826 938,781

市　現年課税分（事業所税） 78,500 0 78,500

国　社会資本整備総合交付金（道路） 140,250 0 140,250

国　道整備事業費補助金 50,000 0 50,000

債　土木施設整備事業債 148,200 163,500 311,700

一　般　財　源 429,005 △ 70,674 358,331

◆ (1) 単独事業 490,955 92,826 583,781

・事業内容

　市内一円の市道整備に要する経費

・補正理由

　緊急度の高い道路整備に要する経費の追加

　・馬込川橋りょう架替　　　　　　　　　　        44,798千円

  ・市道上島101号線（中区上島四丁目）　　　　　 　25,000千円

　・市道新貝41号線（南区新貝町）道路改良外3か所 　23,028千円

・補正内容

　委託料               　   2,000千円（ 47,090千円→ 49,090千円）

　工事請負費          　   35,000千円（352,000千円→387,000千円）

　負担金補助及び交付金　   44,798千円（ 61,000千円→105,798千円）

　補償、補填及び賠償金　   11,028千円（ 20,000千円→ 31,028千円）

・財源

　債　土木施設整備事業債  163,500千円



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業

土木費 6 国県道整備事業 1,531,530 208,000 1,739,530

市　現年課税分（入湯税） 10,000 0 10,000

国　社会資本整備総合交付金（道路） 537,900 5,500 543,400

国　防衛施設周辺整備費補助金 65,800 0 65,800

県　地震・津波対策促進費交付金 440,000 0 440,000

債　土木施設整備事業債 396,000 182,200 578,200

一　般　財　源 81,830 20,300 102,130

◆ (1) 国交付金事業 978,000 10,000 988,000

・事業内容

　国県道の新設や改良に要する経費

・補正理由

  国庫内示に伴う事業費及び財源の追加

・補正内容

　委託料              　　57,990千円（162,000千円→219,990千円）

　工事請負費　      　 △178,890千円（748,000千円→569,110千円）

　公有財産購入費     　 　99,900千円（ 10,000千円→109,900千円）

　補償、補填及び賠償金　　31,000千円（ 58,000千円→ 89,000千円）

・財源

　国5.5/10　社会資本整備総合交付金（道路）　5,500千円

　債　土木施設整備事業債      　　　　　　　4,000千円

◆ (2) 単独事業 459,530 198,000 657,530

・事業内容

　市内一円の国県道整備に要する経費

・補正理由

　計画の着実な推進に要する経費の追加

　・国道152号浜北天竜バイパス（阿蔵高架橋）　198,000千円

・補正内容

　委託料                25,000千円（129,400千円→154,400千円）

 　 天竜浜名湖鉄道㈱への工事委託費

　工事請負費           173,000千円（243,000千円→416,000千円）

　　補強盛土工　103,000千円（盛土工事にあたり必要となった地盤改良を実施）

　　箱型函渠工　 70,000千円（高架橋下部に自歩道を整備）

・財源

　債　土木施設整備事業債  178,200千円



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業

土木費 7 スマートインターチェンジ関連整備事業 1,413,334 △ 220,741 1,192,593

市　現年課税分（事業所税） 126,000 △ 100,000 26,000

国　社会資本整備総合交付金（道路） 679,500 △ 284,945 394,555

債　土木施設整備事業債 528,400 203,100 731,500

一　般　財　源 79,434 △ 38,896 40,538

◆ (1) 国交付金事業 1,236,000 △ 518,172 717,828

・事業内容

　三方原及び舘山寺スマートインターチェンジアクセス道等の整備に要する経費

・補正理由

  国庫内示に伴う事業費及び財源の減額

・補正内容

　委託料                △132,372千円（253,000千円→120,628千円）

　工事請負費　          △138,850千円（540,000千円→401,150千円）

　公有財産購入費      　△107,100千円（282,000千円→174,900千円）

　補償、補填及び賠償金　△139,850千円（161,000千円→ 21,150千円）

・財源

　国5.5/10、1/2　社会資本整備総合交付金（道路）　△284,945千円

　債　土木施設整備事業債   　　　　　    　　　　△221,700千円

◆ (2) 単独事業 177,334 297,431 474,765

・事業内容

　三方原及び舘山寺スマートインターチェンジアクセス道等の整備に要する経費

・補正理由

　計画の着実な推進に要する経費の追加

・補正内容

　工事請負費　          147,081千円（90,000千円→237,081千円）

　補償、補填及び賠償金　150,350千円（14,500千円→164,850千円）

・財源

　債　土木施設整備事業債  424,800千円



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業

土木費 8 河川維持修繕事業 518,000 60,000 578,000

一　般　財　源 518,000 60,000 578,000

◆ (1) 河川・排水路維持修繕事業 480,000 60,000 540,000

・事業内容

　市内一円の河川・排水路の維持修繕事業に要する経費

・補正理由

　市内一円の河川排水路修繕経費の追加

・補正内容

　工事請負費　60,000千円（400,430千円→460,430千円）

9 河川運営経費 9,163 36,501 45,664

一　般　財　源 9,163 36,501 45,664

・事業内容

　河川課の一般事務に要する経費

・補正理由

　準用河川田代川に隣接する擁壁崩壊事故損害賠償請求事件に関する賠償金及び

　弁護士費用の追加

・補正内容

　報償費　 　　　　　　　2,222千円（皆増）

　補償、補填及び賠償金　34,279千円（皆増）

10 高竜地区区画整理関連整備事業 16,000 10,000 26,000

債　都市計画事業債 9,500 0 9,500

一　般　財　源 6,500 10,000 16,500

◆ (1) 単独事業 16,000 10,000 26,000

・事業内容

　高竜地区区画整理関連整備事業に要する経費

・補正理由

　緊急対応が必要となった、がれき処理に要する工事費の追加

・補正内容

　工事請負費　10,000千円（10,000千円→20,000千円）



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業

土木費 11 市街地整備運営経費 13,173 1,059 14,232

使　都市計画用途地域等証明手数料 70 0 70

諸　その他収入 20 0 20

一　般　財　源 13,083 1,059 14,142

・事業内容

　市街地整備課の事業（土地区画整理・再開発事業全般）に係る一般諸経費

・補正理由

　高竜地区土地区画整理事業に係る差止め等請求事件の判決確定に伴う弁護士

　報酬の追加

・補正内容

　報償費　1,059千円（皆増）

12 天竜川駅周辺整備事業 683,894 △ 72,766 611,128

市　現年課税分（都市計画税） 35,000 0 35,000

国　社会資本整備総合交付金（街路） 359,150 △ 155,760 203,390

債　都市計画事業債 279,000 79,000 358,000

一　般　財　源 10,744 3,994 14,738

◆ (1) 国交付金事業 653,000 △ 283,200 369,800

・事業内容

　天竜川駅周辺整備事業に要する経費

・補正理由

  国庫内示に伴う事業費及び財源の減額

・補正内容

　委託料　　　　　　　　△223,200千円（593,000千円→369,800千円）

　公有財産購入費　　　　 △30,000千円（皆減）

　補償、補填及び賠償金　 △30,000千円（皆減）

・財源

　国5.5/10　社会資本整備総合交付金（街路） △155,760千円

　債　都市計画事業債　　　　　　 　　　　　△121,000千円



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業

土木費 ◆ (2) 単独事業 30,894 210,434 241,328

・事業内容

　天竜川駅周辺整備事業に要する経費

・補正理由

　計画の着実な推進に要する経費の追加

・事業内容

　委託料　210,434千円（500千円→210,934千円）

・財源

　債　都市計画事業債　 200,000千円

13 急傾斜対策事業 51,088 1,200 52,288

寄　土木事業費寄附金 9,170 0 9,170

一　般　財　源 41,918 1,200 43,118

◆ (1) 単独事業 11,138 1,200 12,338

・事業内容

　急傾斜地の崩壊による災害を防止するための急傾斜地崩壊危険区域指定促進

  に要する経費

・補正理由

　急傾斜地崩壊危険区域(西区大久保町）測量業務に要する経費の追加

・補正内容

　委託料　1,200千円（11,108千円→12,308千円）



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業

消防費 1 消防情報通信ネットワーク事業 167,671 12,888 180,559

一　般　財　源 167,671 12,888 180,559

◆ (1) 指令管制システム・消防情報基盤整備事業 64,994 12,888 77,882

・事業内容

　消防における情報基盤の維持及びデジタル通信技術と高度情報化の進捗への対応

　に要する経費

・補正理由

　高所監視施設の映像を消防局消防指令センターへ送信するための無線機器一式の

　購入及びセットアップに伴う経費の追加

・補正内容

　備品購入費　12,888千円(590千円→13,478千円)

2 防災計画等整備事業 946,356 197,620 1,143,976

市　現年課税分（事業所税） 90,000 0 90,000

国　防災・安全社会資本整備交付金（防災） 83,333 0 83,333

繰　津波対策事業基金繰入金 643,163 197,620 840,783

繰　緊急地震対策基金繰入金 27,752 0 27,752

債　消防施設整備事業債 29,600 0 29,600

一　般　財　源 72,508 0 72,508

◆ (1) 津波対策事業 911,469 197,620 1,109,089

・事業内容

　阿蔵山から防潮堤の土砂採取を行い、防潮堤の早期整備の推進に要する経費

・補正理由

  ＣＳＧ材安定供給のための移動式破砕機等の使用及びＣＳＧ材として使用できない

　土砂の処理に要する経費の追加

・補正内容

　委託料　197,620千円（625,611千円→823,231千円）

　　土砂採取業務委託

・財源

　繰　津波対策事業基金繰入金　197,620千円



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業

教育費 1 国庫支出金等精算返還金（教育総務費） 0 4,878 4,878

一　般　財　源 0 4,878 4,878

・事業内容

　平成26年度国庫支出金の精算に伴う返還金の追加

　　　国庫返還金　　　　　　4,878千円

2 中学校建設事業 1,740,668 230,000 1,970,668

市　現年課税分（事業所税） 100,000 0 100,000

国　学校施設環境改善交付金 63,847 0 63,847

債　中学校整備事業債 1,520,200 218,500 1,738,700

一　般　財　源 56,621 11,500 68,121

・事業内容

　中学校施設の整備に要する経費

・補正理由

　浜名中学校移転改築（平成30年4月開校予定）に伴う周辺道路等整備費の追加

・補正内容

　工事請負費　230,000千円　周辺道路及び水路付替工事　

・財源

　債　中学校整備事業債　218,500千円

・債務負担行為

　浜名中学校周辺道路等整備事業費

　　限度額　　70,000千円（H28:70,000千円）

　　期　間　　平成27年度から平成28年度まで

　　事業内容　浜名中学校移転改築に伴う周辺道路及び水路付替工事費

　　　工事請負費　70,000千円

　　設定理由　事業期間が複数年度にわたることから、債務負担行為を設定するもの

　浜名中学校敷地造成事業費

　　限度額　　320,600千円（H28:320,600千円）

　　期　間　　平成27年度から平成28年度まで

　　事業内容　浜名中学校移転改築に伴う敷地造成工事費

　　　委託料　　　　4,600千円

　　　工事請負費　316,000千円

　　設定理由　事業期間が複数年度にわたることから、債務負担行為を設定するもの


